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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 42,709 42,981 38,378 41,053 45,550

経常利益 (百万円) 10,791 8,484 5,333 5,824 5,991

当期純利益 (百万円) 6,842 4,602 3,253 3,701 3,584

包括利益 (百万円) 6,320 4,623 4,697 6,581 6,271

純資産額 (百万円) 45,602 48,293 50,214 55,270 58,778

総資産額 (百万円) 60,611 60,525 61,862 69,656 74,394

１株当たり純資産額 (円) 763.14 806.81 854.69 936.90 997.28

１株当たり当期純利益
金額

(円) 114.63 77.81 55.38 64.14 62.13

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.5 78.9 79.7 77.6 77.3

自己資本利益率 (％) 15.7 9.9 6.7 7.2 6.5

株価収益率 (倍) 13.9 12.5 16.5 20.5 22.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,881 7,163 7,516 6,397 6,273

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,841 △5,610 △2,610 △3,831 △5,846

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,068 △1,553 △3,324 △1,508 △1,441

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 10,284 10,089 12,119 13,523 12,857

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

(人)
1,908 2,015 2,059 2,143 2,147
[294] [271] [239] [130] [267]

 

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (百万円) 36,553 35,082 31,008 33,000 36,764

経常利益 (百万円) 9,125 6,374 4,036 3,985 5,608

当期純利益 (百万円) 5,688 3,265 2,802 2,565 3,915

資本金 (百万円) 4,102 4,102 4,102 4,102 4,102

発行済株式総数 (株) 59,210,000 59,210,000 57,710,000 57,710,000 57,710,000

純資産額 (百万円) 40,157 41,775 42,239 43,992 46,728

総資産額 (百万円) 52,537 50,701 50,721 54,333 58,243

１株当たり純資産額 (円) 678.80 706.21 731.97 762.41 809.86

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配
当額)

(円)
30.00 30.00 28.00 22.00 30.00
(15.00) (17.00) (13.00) (10.00) (12.00)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 95.30 55.21 47.71 44.47 67.86

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.4 82.4 83.3 81.0 80.2

自己資本利益率 (％) 14.6 8.0 6.7 6.0 8.8

株価収益率 (倍) 16.7 17.6 19.2 29.5 20.3

配当性向 (％) 31.5 54.3 58.7 49.5 44.2

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

(人)
914 944 953 1,006 1,017
[262] [238] [201] [88] [227]

 

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和12年10月 ダイヤモンド工具の製造販売を目的として、東京都大田区に旭ダイヤモンド工業株式会社を

設立。

昭和19年１月 三重県上野市(現伊賀市)に上野工場(旧三重工場)が完成。

昭和20年12月 商号を旭工芸株式会社に変更し、七宝工芸品の生産を開始。

昭和25年５月 本社を東京都中央区に移転。
 

昭和27年５月 商号を旭ダイヤモンド工業株式会社に変更し、ダイヤモンド工具の本格的生産を開始。
 

昭和34年７月 旭電線株式会社を吸収合併。

昭和38年３月 旭ダイヤモンド商事株式会社を吸収合併。

昭和40年９月 川崎市高津区に玉川工場が完成。

昭和41年４月 旭トレイディング株式会社を吸収合併。

昭和47年９月 サンダイヤモンド工業株式会社(現山梨旭ダイヤモンド工業株式会社)〔現連結子会社〕に経

営参加。

昭和47年10月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和53年５月 韓国に合弁会社新韓ダイヤモンド工業株式会社〔現持分法適用関連会社〕を設立。

昭和53年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。

昭和59年８月 三重県上野市(現伊賀市)に三重第二工場が完成。

平成元年３月 千葉県市原市に千葉鶴舞工場・技術研究所が完成。

平成３年７月 現在地に本社を移転。

平成５年12月 トリファスフランス(現旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSAS)〔現連結子会社〕、

トリファスオーストラリア(現旭ダイヤモンドインダストリアルオーストラリアPty.,Ltd.)

〔現連結子会社〕の全株式を取得。

平成７年11月 台湾鑽石工業股份有限公司〔現連結子会社〕の株式を追加取得。(昭和43年５月に合弁会社と

して設立)

平成11年３月 千葉県長生郡長南町に千葉第二工場が完成。
 

平成14年７月 P.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインドネシア〔現連結子会社〕の全株式を取得。
 

平成14年７月 米国に旭ダイヤモンドアメリカ,Inc.〔現連結子会社〕を設立。

平成14年７月 中国に上海旭匯金剛石工業有限公司〔現連結子会社〕を設立。

平成18年６月 三重県伊賀市に旧三重工場と三重第二工場を統合した現三重工場が完成。

平成23年12月 旭ダイヤモンドタイランドCO.,LTD.〔現連結子会社〕の株式の追加取得。

平成25年７月 砥石の製造・販売を行う株式会社是村〔現連結子会社〕の全株式を取得。
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社(子会社10社及び関連会社１社)は、主に電子・半導体業界、輸送機器業界、機械業界、石

材・建設業界向けに、ダイヤモンド工具(ＣＢＮ工具及び砥石を含む)の製造・販売を行っている単一セグメントであ

ります。

 当社及び当社の関係会社のこれらダイヤモンド工具事業における位置付けは、次の通りであります。

 

(国内)

当社及び山梨旭ダイヤモンド工業株式会社、株式会社是村は、ダイヤモンド工具の製造・販売を行っておりま

す。当社と株式会社是村は、相互に製品供給も行っております。

 山梨旭ダイヤモンド工業株式会社は、当社より一部の材料供給を受けてダイヤモンド工具を製造し、当社へ供給

しております。

 

(海外の製造子会社)

旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSASは、ダイヤモンド工具の製造を行っており、別に当社グループよ

り製品供給も受けて、主に欧州地域の顧客に販売を行っております。

 P.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインドネシアは、ダイヤモンド工具の製造を行っており、主に東南アジア

地域の顧客と旭ダイヤモンドインダストリアルオーストラリアPty.,Ltd.へ販売しております。

 台湾鑽石工業股份有限公司は、ダイヤモンド工具の製造を行っており、別に当社グループより製品供給も受け

て、主にアジア地域の顧客に販売しております。

 上海旭匯金剛石工業有限公司は、ダイヤモンド工具の製造を行っており、台湾鑽石工業股份有限公司より製品供

給も受けて、主に中国の顧客と当社へ販売しております。

 是村磨料(上海)有限公司は、株式会社是村より仕入れた半製品を最終加工して、中国地域の顧客へ販売しており

ます。

 

(海外の販売子会社)

旭ダイヤモンドアメリカ,Inc.は、主に当社より製品供給を受けて、主に北米地域の顧客に販売しております。

 旭ダイヤモンドタイランドCO.,LTD.は、主に当社より製品供給を受けて、主に現地の顧客に販売しております。

 旭ダイヤモンドインダストリアルオーストラリアPty.,Ltd.は、主にP.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインド

ネシアより製品の供給を受けて、主に東南アジア・オセアニア地域の顧客に販売しております。

 

(海外の関連会社)

関連会社である新韓ダイヤモンド工業株式会社は、当社より一部の原材料・製品の供給を受けて、ダイヤモンド

工具の製造・販売を行っております。また、当社は新韓ダイヤモンド工業株式会社より製品の供給を受けておりま

す。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所 資本金

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

役員の

兼任等(名) 営業上

の取引
資金援助

設備の

賃貸借
役員

執行

役員
従業員

(連結子会社)          

山梨旭ダイヤモンド工業

株式会社　(注)２
山梨県韮崎市

千円

48,000
100.0 2 ― ―

製品の購入

及び材料の

購入・販売

―
土 地 の

賃貸

株式会社是村 神奈川県鎌倉市
千円

13,000
100.0 2 ― ―

製品の販売

・購入

資金の

貸付
なし

旭ダイヤモンド

インダストリアル

ヨーロッパSAS

仏国

セデックス

千EUR

830
100.0 1 1 ―

製品の販売

・購入及び

材料の販売

債務保証 なし

旭ダイヤモンド

インダストリアル

オーストラリアPty.,Ltd.

オーストラリア

モナ　ベール

千A＄

2,500
100.0 1 1 ― 製品の販売 ― なし

P.T.旭ダイヤモンド

インダストリアル

インドネシア

インドネシア

ブカシ県

百万IDR

8,406
100.0 1 2 ―

製品の購入

及び

材料の販売

― なし

旭ダイヤモンド

アメリカ,Inc.

米国

オハイオ州

千US＄

100
100.0 1 1 1 製品の販売 ― なし

上海旭匯金剛石工業

有限公司

中国

上海市

千US＄

3,330

100.0

(21.6)
3 ― 1

製品の販売

・購入
― なし

是村磨料(上海)有限公司
中国

上海市

千US＄

500

100.0

(100.0)
1 ― 2 製品の販売 ― なし

台湾鑽石工業股份

有限公司　(注)２・４

台湾

桃園県

千NT＄

155,221
69.1 4 ― ―

製品及び材料の

販売・購入
― なし

旭ダイヤモンド

タイランドCO.,LTD.

タイ

バンコク市

千THB

106,000
90.0 1 1 1 製品の販売 ― なし

(持分法適用関連会社)          

新韓ダイヤモンド工業

株式会社

韓国

仁川廣域市

百万Ｗ

6,500
28.5 3 ― ―

製品の販売

・購入及び

材料の販売

― なし

 

(注) １ 関係会社の主要な事業の内容は、すべてダイヤモンド工具事業であります。

２ 特定子会社であります。

３ 「議決権の所有割合」の欄の(   )内は、間接所有割合で内数であります。

４ 台湾鑽石工業股份有限公司については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ① 売上高  6,916百万円

 ② 経常利益    94 〃

 ③ 当期純利益  28 〃

 ④ 純資産額  3,782 〃

 ⑤ 総資産額  6,094 〃
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数(人)

ダイヤモンド工具事業部門 2,147〔267〕
 

(注) １ 従業員数は、グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、当連結会計年度における臨時従業員数であり、パートタイマー及び派遣社員を含

みます。なお、パートタイマーは平均雇用人員(１日８時間換算)であり、派遣社員は当連結会計年度末人員

であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,017〔227〕 41.9 19.4 6,598
 

(注) １ 従業員数は、執行役員８名及び当社から社外への出向者22名を除いた就業人員数であります。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、当事業年度における臨時従業員数であり、パートタイマー及び派遣社員を含みま

す。なお、パートタイマーは平均雇用人員(１日８時間換算)であり、派遣社員は当事業年度末人員でありま

す。

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４ 当社の従業員は、全てダイヤモンド工具事業に従事しております。

 

(3) 労働組合の状況

当社及び国内連結子会社の労働組合(組合員数588名)は、産業別労働組合ＪＡＭに加盟しております。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における国内経済は、消費税率引上げに伴う影響により景気は一時的に落ち込みましたが、輸出

や設備投資の回復、底堅い個人消費などにより、緩やかな回復に転じております。また、世界経済も総じて緩やか

な景気回復が続きました。米国では堅調な個人消費や設備投資などにより景気は着実に回復し、欧州も緩慢ながら

景気は回復傾向を続けました。中国では安定成長に向け景気は減速傾向となりましたが、中国以外の新興国では緩

やかな景気回復が続いております。

 このような状況のなか、当社は積極的な販売活動を実施してまいりました。この結果、電子・半導体業界、輸送

機器業界、機械業界、ならびに石材・建設業界のいずれの業界向け関連工具の販売も前年同期を上回る実績となり

ました。

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は455億50百万円(前年同期比11.0％増)となりました。利益面におきまし

ては、海外顧客向けの売掛債権等に対し貸倒引当金を10億78百万円繰り入れたことから、営業利益は51億36百万円

(前年同期比6.2％増)、経常利益は59億91百万円(前年同期比2.9％増)となりました。また、連結子会社である旭ダ

イヤモンドインダストリアルヨーロッパSASにおける合理化費用の引当金繰入額２億81百万円など特別損失を計上

したことから、当期純利益は35億84百万円(前年同期比3.1％減)となりました。

　

業界別に概況を述べると次のようになります。

①電子・半導体業界

電子業界では、アジアを中心に固定砥粒方式によるウェーハ生産が拡大し、電着ダイヤモンドワイヤの販売

は前年同期を大きく上回りました。半導体業界では、スマートフォンなどの需要増により市場は拡大を続け、

半導体関連工具の販売も前年同期を上回りました。一方、液晶関連工具の販売は、液晶用ガラス基板の価格下

落による影響を受けるとともに、タッチパネル関連工具の販売が大幅に減少したこともあり前年同期を下回り

ました。

 これらの結果、電子・半導体業界向け売上高は211億70百万円(前年同期比14.9％増)となりました。

②輸送機器業界

自動車業界では、消費税率引上の影響から国内の自動車販売は減少したものの、海外では米国や中国市場が

牽引する形で世界の自動車販売は増加しました。このため、日系自動車メーカーの海外生産は需要の拡大や新

工場稼働により増加しており、自動車関連工具の販売は、工具の需要増に加え拡販努力の成果により前年同期

を上回りました。また、国内の航空機エンジン部品の生産増により航空機関連工具の販売も前年同期を上回り

ました。

 これらの結果、輸送機器業界向け売上高は77億53百万円(前年同期比5.4％増)となりました。

③機械業界

軸受・超硬工具業界では、主な需要先である自動車の世界生産が好調に推移し、その他の需要も堅調なこと

から、関連工具の販売も前年同期を上回りました。工作機械業界では、企業の設備投資の増加による需要の回

復などにより、関連工具の販売も前年同期を上回りました。

 これらの結果、機械業界向け売上高は93億50百万円(前年同期比12.5％増)となりました。

④石材・建設業界

国内の建設業界では、人手不足・資材価格上昇による建設費上昇の影響を受け、公共事業の工事量は伸び悩

みを見せており、建設関連工具の販売は前年同期と同水準に止まりました。一方、海外における鉱物資源探査

投資は依然として回復を見せておりませんが、スポット需要を取り込むことにより掘削用ビット及び関連機器

の販売は前年同期を上回りました。

 これらの結果、石材・建設業界向け売上高は52億96百万円(前年同期比4.4％増)となりました。

⑤その他

大学、研究機関、窯業及び宝飾等上記以外の業種への売上高は、19億78百万円(前年同期比5.2％増)となり

ました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

項目
前連結会計年度

(百万円)
当連結会計年度

(百万円)
増減

(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,397 6,273 △124

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,831 △5,846 △2,015

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,508 △1,441 67

現金及び現金同等物に係る換算差額  345 348 2

現金及び現金同等物の増減額  1,403 △666 △2,069

現金及び現金同等物の期末残高  13,523 12,857 △666
 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、128億57百万円となり前連結会計年

度末と比べ６億66百万円減少しました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によって得られた資金は、62億73百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益が56億

85百万円、減価償却費が34億65百万円、法人税等の支払額が21億57百万円あったことによります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出された資金は、58億46百万円となりました。これは主に、定期預金の払戻による収入が10

億31百万円、有形固定資産の取得による支出が69億75百万円あったことによります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出された資金は、14億41百万円となりました。これは主に、配当金の支払額が13億88百万円

あったことによります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注状況

当社グループ(当社及び連結子会社)はダイヤモンド工具事業の単一セグメントでありますが、生産・販売品目は

多種多様であり、同種の製品であってもその形状等は一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品もあり、セ

グメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

 

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を業界別に示すと、次のとおりであります。

業界別 販売高(百万円) 前年同期比(％)

電子・半導体業界 21,170 114.9

輸送機器業界 7,753 105.4

機械業界 9,350 112.5

石材・建設業界 5,296 104.4

その他 1,978 105.2

合計 45,550 111.0
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【対処すべき課題】

今後の当社グループを取巻く経営環境を展望すると、電子・半導体業界、輸送機器業界及び機械業界では着実に

世界生産が拡大すると予想され、石材・建設業界では国内インフラ工事の増加が期待されます。

 このような状況の中、当社は創立80周年となる2017年度に向け、「中期経営計画２０１７ ―Ｐｏｌｉｓｈ Ｕｐ

Ａｓａｈｉ― 」を策定いたしました。本中期経営計画は社内プロジェクトから提言された各部門の改革テーマを柱

とし、全社的な中期経営計画として発展させたものです。

 本計画は、「ＧＬＯＢＡＬ５１０(グローバルファイブテン)」の早期達成を通じたグローバルブランドとしての

地位の確立と、企業としての持続的な成長と企業価値の向上を目標とするものです。この目標を達成するため、以

下に掲げる３つの基本方針を実行してまいります。

(１) 売上高・営業利益等の数値目標達成

(２) 資本効率及び資産効率の向上

(３) 実効的なコーポレート・ガバナンスの実現

本計画の第一歩となる次期においては、製品開発機能の強化、海外拠点の新設・機能拡大及び整備に経営資源を

投入するとともに、リスク管理体制の強化を図り、目標達成に向けて全力を挙げてまいります。
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株式会社の支配に関する基本方針

(イ)基本方針の内容

上場会社である当社の株券等は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社株券等に対す

る大量買付行為又はこれに類似する行為があった場合においても、これに応じるか否かは最終的には株主の皆様

の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

 しかしながら、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や合意等のプロセスを経るこ

となく、一方的に大量買付行為又はこれに類似する行為を強行することもあり、こうした大量買付行為の中に

は、対象会社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社ホームページ

（http://www.asahidia.co.jp/）及びアニュアルレポートに掲載しております当社の経営理念や、下記の当社の

さまざまな企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益を中

長期的に確保、向上させるものでなければならないと考えております。したがって、企業価値及び会社の利益ひ

いては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。

(ロ)基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社では、当社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現によって、株主、投資家の皆

様に長期的に継続して当社に投資していただくため、上記の基本方針の実現に資する特別な取組みとして、以下

の施策を実施しております。

この取組みは、下記の当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値及び会社

の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上させるべく十分に検討されたものであります。したがって、上

記の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を

目的とするものでもありません。

企業価値向上に資する取り組み

(a)当社の企業価値の源泉について

当社は、近代産業の発展にはダイヤモンド工具が不可欠であることにいちはやく注目し、日本のダイヤモンド

工具製造の先駆者として、昭和12年に創立されました。以来75年余に亘り、ダイヤモンド及びＣＢＮ(立方晶窒化

ホウ素)工具の専業メーカーとして研究開発を重ね、国内トップメーカーの地位を築きました。

 ダイヤモンド工具は、ダイヤモンドの持つ特性である「硬さ」を利用して、「切る」「削る」「磨く」「掘

る」等といったものづくりの基本となる生産工程において使用される工具です。またＣＢＮ工具は、ダイヤモン

ドに「次ぐ硬さ」を持つＣＢＮ砥粒を用い、ダイヤモンドにはない耐熱性と機械的強度に優れた工具です。

 ダイヤモンド及びＣＢＮ工具は、太陽光発電や電子・半導体といった先端技術分野、自動車・航空機等の輸送

機器分野、超硬・工作機械・ベアリング等の精密機械関連分野から石材・土木・建設分野にいたるまで幅広く産

業の発展を支える基盤として必要不可欠の工具となっております。

 当社は、長年培った技術力を駆使し、高速化・精密化等常に時代のニーズに合った工具を供給し続け、また将

来において産業分野が変化することがあっても、ダイヤモンド及びＣＢＮ工具を産業とともに発展し続ける工具

として位置付けております。
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当社は、当社の企業価値の源泉は、

a. ダイヤモンド及びＣＢＮ工具の専業メーカーとして、技術研究所と各工場の生産技術部、技術部、営業部門

が密接に連携を取りながら築き上げた基礎研究から応用開発までの幅広い研究開発体制

b. 顧客・仕入先と長期に亘って築き上げた相互信頼関係と連携

c. 積極的な海外展開により築き上げたネットワーク

d. 常に法令や企業倫理を順守して、誠実かつ公正な業務を行うことによって築き上げた社会からの信頼

e. 「企業は人なり」の実践によって築き上げた良好な労使関係

であると考えております。

(b)長期経営ビジョン及び中期経営計画について

当社は、中長期的な経営目標として「ＧＬＯＢＡＬ５１０」を掲げ、売上高500億円を目指し、リーディングカ

ンパニーとしての地位を一層強化してまいります。

 当社は、「世界をリードする『グローバルダイヤモンド工具メーカー』への経営進化」と、企業価値の更なる

向上を目指し、外部要因のみに左右されない「自律的な成長」及び「自律的な企業価値向上」を目指した経営姿

勢を強く打ち出しております。

a. 長期経営ビジョン

当社は、前述の目標達成のため、「開発力」「成長力」「収益力」「資本効率」を経営テーマとして取り組ん

でおります。

 ア.「開発力」 テーマの柱として、基礎研究力と技術開発力による製品開発・改良を進めます。

 イ.「成長力」 営業力を活かしたシェアアップと新製品での市場開拓によるグローバル成長を目指します。

 ウ.「収益力」 製品競争力と生産性改善によるグローバルレベルでの収益力の獲得を図ります。

 エ.「資本効率」 グローバルレベルでの資本効率を意識した経営による企業価値の向上を図ってまいります。
 

b. 中期経営計画「中期経営計画２０１７ ―Ｐｏｌｉｓｈ Ｕｐ Ａｓａｈｉ―」

「中期経営計画２０１７ ―Ｐｏｌｉｓｈ Ｕｐ Ａｓａｈｉ― 」につきましては、上記「３ 対処すべき課題」

に記載しております。

(ハ)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組み

当社は、大量買付行為を行おうとする者に対しては、大量買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断するため

の必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間

の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてま

いります。

(ニ)上記の取り組みに対する当社取締役の判断及びその理由

上記の各取り組みは、いずれも(イ)の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではな

く、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 原材料の調達

当社グループは、主な原材料として天然・人工ダイヤモンド、金属及び樹脂類を多数使用しております。今後、

これらの調達において、供給元の操業停止又は供給能力の制約などにより、必要な原材料の調達ができなくなった

場合、もしくは原材料価格の高騰により生産コストが上昇した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影

響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 景気動向

当社グループは、電子・半導体、輸送機器、機械、石材・建設などの広範囲の業界に対し、ダイヤモンド工具を

供給しておりますが、景気変動が各業界の取引先へ影響を与える場合、工具の需要にも影響を受ける事となりま

す。今後、十分な受注が確保できなくなった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性

があります。

 

(3) 他社との競合

当社グループは、日々、競合他社との技術・納期・価格競争などが行われるなか、高品質化・短納期化・技術

サービスの充実化に努めております。今後、競合他社との競争に対して、迅速かつ適切に対応できず、十分な収益

性が確保できなくなった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 品質問題

当社グループは、品質管理基準に従って製造活動を行っておりますが、すべての製品について欠陥がなく、ク

レームが発生しないという保証はありません。今後、大規模なクレームの発生により、多額の費用が発生した場

合、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 海外展開

当社グループは、アジア・オセアニア、欧州、北米などに子会社を有し、事業のグローバル化を展開しておりま

す。また、連結地域別売上高の海外割合は50％を超えています。今後、政情不安、法的規制の変更、急激な為替

レートの変動、金融不安、賃金上昇、テロ・戦争の勃発など予期しない様々な問題が生じた場合、当社グループの

財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 自然災害

当社グループは、国内外に有する製造拠点において、日々災害防止に努めております。今後、大地震、暴風雨、

洪水などが発生し、当社グループの生産設備及び情報システムへの直接的な被害や、社会インフラの損壊による電

力供給不足等、もしくは取引先からの材料の供給不足等が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に

悪影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、当社の技術研究所が中心となり、各工場の生産技術部、技術部、営業部門が密接

に連携を保ちながら、将来の事業の基盤となるべき基礎研究から、地球環境や資源を視野に入れた応用開発まで、幅

広い研究開発活動を行っております。当連結会計年度における連結対象ベースでの研究開発費は16億９百万円であ

り、業界別の研究成果は以下のとおりであります。

 

(1) 電子・半導体業界

各種ガラス基板やセラミックスの穴開け用電鋳コアドリルを開発し、市場に投入いたしました。当該製品は細か

な粒径のダイヤモンド砥粒を適用し、多層構造としたことで単層電着製品より寿命に優れ、かつ加工部位の高面品

位が得られることから、スマートフォンなどに代表される携帯端末のカバーガラス向け加工に使用されます。

 

(2) 輸送機器業界

自動車などのエンジン部品加工用に使用されるビトリファイドＣＢＮボンドにおいて、機械的強度が高く、ＣＢ

Ｎの保持に優れた結合材を新たに開発し、ボンド摩耗の少ない長寿命タイプの新製品(商標登録出願中 商品名「Ａ

ＺＬｉｆｅ」アズライフ)として市場に投入しました。これにより、製品ラインアップが充実し、細かな顧客要求に

応じた製品が提供できるようになりました。

 

(3) 機械業界

金属と樹脂などの複合部材加工や高精度加工の要望から、切削と研削の両特性を有した複合回転工具の開発を行

いました。開発品はロウ材で砥粒を均一にかつ強固に固着させた部位とダイヤモンド焼結体(ＰＣＤ)による切れ刃

を備えており、砥粒ロウ付け部で下穴加工を、ＰＣＤ部にて仕上げ加工を行うものです。複合材の高精度加工にも

適用できる回転工具が揃い、複合材加工に対する提案力向上に寄与しています。

 

(4) 石材・建設業界

石材・建設業界では開発を進めていた高配筋躯体である橋梁、高架道路を乾式で切断するワイヤソー(商品名「Ｃ

Ｓ―ＤＲＹ」)を製品化し、建設用ワイヤソーのラインアップに新たに追加しました。

 また、地質調査用のボーリング用ビットにおいては、鉱物資源用や、軟弱でサンプリングが難しいコアを、良好

な状態で採取できるビットの開発をすすめております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループにおける財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。な

お、文中における将来に関する事項については、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表の作成にあたって、当社の経営者は、重要な判断と見積りや計画の策定に対し、過去の

実績や現状を勘案し合理的に判断しておりますが、これらは不確実性を伴うため、将来生じる実際の結果と大きく

異なる可能性があります。

①たな卸資産

当社グループは、棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により評価損を計上し

ております。今後、技術革新のスピード化による製造中止や、市場状況の悪化による陳腐化が生じた場合、たな

卸資産の評価損を計上する可能性があります。

②貸倒引当金

当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。将

来、顧客の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加の引当金が必要となる可能性があります。

③有価証券の減損

当社グループは、その他有価証券については、期末日における時価又は実質価額が取得原価に比べ50％以上下

落した場合に、原則としてすべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合に、回復可能性を判断して減損処

理を行うこととしております。時価のない有価証券については、当該有価証券の発行会社の１株当たり純資産額

が、取得価額を50％程度以上下回った場合には回復可能性がないものとして判断し、30％～50％程度下落した場

合には当該有価証券の発行会社の財務状況及び将来の展望などを総合的に勘案して回復可能性を判断しておりま

す。

将来、投資先の株価の著しい下落もしくは業績の著しい低迷があった場合には、投資有価証券の評価損を計上

する可能性があります。

④繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産については、中長期の損益見込みに基づいて将来の課税所得を検討し、回収可

能性を考慮して計上しております。現時点において計上されている繰延税金資産は十分回収できると判断してお

りますが、予測し得なかった損失の発生が見込まれた場合、当該繰延税金資産が法人税等調整額として費用化さ

れる可能性があります。

⑤退職給付

当社グループの従業員に対する退職給付債務及び退職給付費用については、割引率、昇給率、退職率及び長期

期待運用収益率などの前提条件に基づいた基礎率により計算しております。これらの計算結果が前提条件と異な

る場合や、これらの基礎率が大きく変更される場合には、数理計算上の差異に大きく影響する可能性がありま

す。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高、営業利益

売上高は455億50百万円(前年同期比11.0％増)、売上原価は309億13百万円(前年同期比10.4％増) となりまし

た。販売費及び一般管理費は、貸倒引当金繰入額の計上が10億78百万円あった事から、前年同期に比べ12億89百

万円増加し、95億円となりました。

 これらの結果、営業利益は51億36百万円となり、前年同期に比べ３億円増加しました。
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②営業外損益、経常利益

営業外損益は、前年同期に比べ、為替差益が１億29百万円増加したものの、持分法による投資利益が３億37百

万円減少したことから、１億34百万円の費用増となりました。

 これらの結果、経常利益は59億91百万円となり、前年同期に比べ１億66百万円増加しました。

③特別損益、税金等調整前当期純利益

特別損益は、事業構造改善引当金繰入額を２億81百万円計上した事から、前年同期に比べ３億５百万円の損失

計上となりました。

 これらの結果、税金等調整前当期純利益は56億85百万円となり、前年同期に比べ１億39百万円減少しました。

④法人税等、少数株主利益、当期純利益

法人税等は20億87百万円となり、前年同期に比べ２億３百万円増加しました。少数株主利益は12百万円とな

り、前年同期に比べ２億27百万円減少しました。

 これらの結果、当期純利益は35億84百万円となり、前年同期に比べ１億16百万円減少しました。また、１株当

たり当期純利益金額は62円13銭、自己資本利益率は6.5％となりました。

 

(3) 当連結会計年度の財政状態の分析

①資産

流動資産は、現金及び預金の減少、受取手形及び売掛金の増加等により336億22百万円となり、前年同期末に比

べ６億46百万円の減少となりました。有形固定資産は252億47百万円となり、前年同期末に比べ30億15百万円の増

加となりました。投資その他の資産は、投資有価証券の増加等により154億12百万円となり、前年同期末に比べ23

億83百万円の増加となりました。

 以上の結果、総資産は743億94百万円となり、前年同期末に比べ47億37百万円の増加となりました。

②負債

流動負債は、支払手形及び買掛金の減少等により70億83百万円となり、前年同期末に比べ６億96百万円の減少

となりました。固定負債は、退職給付に係る負債の増加等により85億32百万円となり、前年同期末に比べ19億25

百万円の増加となりました。

 以上の結果、負債は156億15百万円となり、前年同期末に比べ12億29百万円の増加となりました。

③純資産

株主資本は、会計方針の変更による累積的影響額による12億93百万円の減少、当期純利益の計上35億84百万

円、剰余金の配当による減少13億84百万円等により、526億46百万円となり、前年同期末に比べ９億２百万円増加

しました。その他の包括利益累計額は、その他有価証券評価差額金の14億86百万円の増加等により48億96百万円

となり、前年同期末に比べ25億79百万円増加しました。

 以上の結果、純資産は587億78百万円となり、前年同期末に比べ35億７百万円の増加となりました。なお、１株

当たり純資産額は、前年同期末に比べ60円38銭増加し997円28銭となり、自己資本比率は77.3％となりました。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」及び「７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　

(1)重要な会計方針及び見積り」に記載しております。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性について

「第２ 事業の状況 １業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努めて

おります。しかしながら、当社を取り巻く環境は常に変化し柔軟かつ迅速な対応を迫られております。今後は、国

内、海外の各工場においての生産品目の戦略的な棲み分けを図り、最適な生産体制の構築に取り掛かり、特に中

国、台湾、東南アジア、ヨーロッパ、アメリカ地区への積極的な拡販が必要と考えております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、戦略分野とする電子・半導体業界、輸送機器業界の技術革新のスピード化に対応できる製品開発

に重点を置き、合わせて省力化及び製品の信頼性向上のための投資を行っております。

 当連結会計年度における設備投資の総額は63億50百万円(有形固定資産受入ベースの数値で、金額に消費税等を含み

ません。)であります。

 なお、上記の設備投資の資金については、ほぼ全額を自己資金で充当いたしました。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループのダイヤモンド工具事業部門における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成27年３月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

三重工場
(三重県伊賀市)

生産設備
試験業務設備

4,055 3,245
1,952
(128)

442 9,696
373

〔112〕

玉川工場
(川崎市高津区)

生産設備 919 690
1,066

(8)
113 2,789

169
〔21〕

千葉鶴舞工場
(千葉県市原市)

生産設備 791 289
216
(14)

37 1,335
90

〔64〕

千葉第二工場
(千葉県長生郡長南町)

生産設備 1,647 1,600
116
(16)

261 3,626
97

〔16〕

技術研究所
(千葉県市原市)

研究開発設備 41 178
34
(2)

41 295
24
〔1〕

本社他
(東京都千代田区他)

本社設備他 19 1
954
(68)

166 1,141
264
〔12〕

 

(注) １ 帳簿価額の「その他」は、工具、器具及び備品及びリース資産の合計額であり、建設仮勘定は含んでおりま

せん。

２ 金額には消費税等を含んでおりません。

３ 現在休止中の主要な設備はありません。

４ 従業員数の〔   〕は、臨時従業員数を外書しております。

５ 本社他には、山梨旭ダイヤモンド工業株式会社(国内連結子会社)への貸与中の土地874百万円(22千㎡)を含

んでおります。

６ 上記のほか、主要な賃借している設備として、本社(東京都千代田区)の事務所の賃借を行っており、年間賃

借料は122百万円であります。
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(2) 国内子会社

平成27年３月31日現在

会社名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

山梨旭ダイヤモンド
工業株式会社
(山梨県韮崎市)

生産設備 352 366
―
(―)

50 768
139
〔24〕

 

(注) １ 帳簿価額の「その他」は、工具、器具及び備品及びリース資産の合計額であり、建設仮勘定は含んでおりま

せん。

２ 金額には消費税等を含んでおりません。

３ 現在休止中の主要な設備はありません。

４ 従業員数の〔   〕は、臨時従業員数を外書しております。

 

(3) 在外子会社

平成27年３月31日現在

会社名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

旭ダイヤモンド
インダストリアル
ヨーロッパSAS
(仏国 セデックス)

生産設備 209 614
16

(22)
175 1,015

185
〔0〕

台湾鑽石工業股份
有限公司
(台湾 桃園県)

生産設備 637 1,417
326
(12)

351 2,733
412
〔9〕

 

(注) １ 帳簿価額の「その他」は、工具、器具及び備品及びリース資産の合計額であり、建設仮勘定は含んでおりま

せん。

２ 金額には消費税等を含んでおりません。

３ 現在休止中の主要な設備はありません。

４ 従業員数の〔   〕は、臨時従業員数を外書しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、１年ごとに、生産計画、需要予測、設備投資効率等を総合的に勘案して計画

しております。設備計画は、原則的に工場サイドで個別に策定したのち、グループ全体で重複投資とならないよう、

当社の取締役会の調整をもって決定しております。

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定総額は53億円であり、すべてダイヤモン

ド工具事業部門に係るものであります。この投資予定総額の内訳は、玉川工場増改築として21億円、経常的な設備の

更新として29億20百万円(うち当社が18億62百万円、子会社10社で10億58百万円)、その他として２億80百万円であり

ます。所要資金については、そのほとんどを自己資金によって充当する予定であります。

 なお、重要な設備の新設の計画は、以下のとおりであります。

 

(1) 重要な設備の新設等

会社名
(事業所名)

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

予定年月

設備投資目的
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着工 完了

提出会社
玉川工場

工場の増改築 2,100 600 自己資金 平成27年４月 平成27年10月 生産増強

提出会社
三重工場
他３工場

生産設備 1,862 ― 自己資金 平成27年４月 平成28年３月
生産設備の
更新

提出会社 その他 280 ― 自己資金 平成27年４月 平成28年３月 ―

子会社10社 生産設備 1,058 ―
自己資金
及び
借入金

平成27年４月 平成28年３月
生産設備の
更新

計 ― 5,300 600 ― ― ― ―

 

(注) 金額には消費税等を含んでおりません。

 

(2) 重要な設備の除却・売却等

重要な設備の除却又は売却の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 190,300,000

計 190,300,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 57,710,000 57,710,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 57,710,000 57,710,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成22年９月27日 (注) △3,933,769 59,210,000 ― 4,102 ― 7,129

平成25年２月22日 (注) △1,500,000 57,710,000 ― 4,102 ― 7,129
 

(注) 自己株式の消却による減少であります。

 

(6) 【所有者別状況】

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 44 48 166 150 8 9,882 10,298 ―

所有株式数
(単元)

― 152,907 7,652 47,291 189,378 251 177,963 575,442 165,800

所有株式数
の割合(％)

― 26.57 1.33 8.22 32.91 0.04 30.93 100.00 ―
 

(注) １ 自己株式10,224株は、「個人その他」に102単元及び「単元未満株式の状況」に24株を含めて記載しておりま

す。

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ３単元及び85株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,940 10.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,508 4.35

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY
(常任代理人 シティバンク銀行株式会
社)

388 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10013 USA
(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)

2,147 3.72

ジェーピー モルガン チェース バンク
385174
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済
営業部)

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都中央区月島四丁目16番13号)

2,091 3.62

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー
(常任代理人 香港上海銀行東京支店 
カストディ業務部)

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA
02111
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

2,008 3.48

資産管理サービス信託銀行株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海トリトンスクエアタワーＺ

1,433 2.48

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,384 2.40

三井住友信託銀行株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番11号)

1,370 2.37

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井六丁目17番１号 1,310 2.27

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE-HCR00
(常任代理人 香港上海銀行東京支店 
カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON
E14 5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

1,306 2.26

計 ― 21,500 37.26
 

(注)１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社                        5,940千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)                    2,508 〃

資産管理サービス信託銀行株式会社                                1,433 〃

２ ミッション・バリュー・パートナーズ・エルエルシーから平成26年11月27日付で関東財務局長に提出された大

量保有報告書(変更報告書)により平成26年11月21日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ミッション・バリュー・パー
トナーズ・エルエルシー

アメリカ合衆国、デラウェア州19808、
ウィルミントン、センターヴィル・ロード
2711、400号室、コーポレーション・サー
ビス・カンパニー気付

4,071 7.06

計 ― 4,071 7.06
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３ 三井住友信託銀行株式会社から平成27年２月５日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書(変更報告書)

により平成27年１月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年

度末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 2,588 4.49

日興アセットマネジメント株
式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 161 0.28

計 ― 2,750 4.77
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式       10,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   57,534,000 575,340 ―

単元未満株式 普通株式      165,800 ―
１単元(100株)未満の
株式

発行済株式総数 57,710,000 ― ―

総株主の議決権 ― 575,340 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれており

ます。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式85株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
旭ダイヤモンド工業株式会社

東京都千代田区
紀尾井町４番１号

10,200 ― 10,200 0.02

計 ― 10,200 ― 10,200 0.02
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 2,999 4,250,026

当期間における取得自己株式 250 351,490
 

(注) 「当期間における取得自己株式」には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単元未満株式の買増請求による売渡し)

50 52,734 ― ―

保有自己株式数 10,224 ― 10,474 ―
 

(注) 当期間における「保有自己株式数」には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び買増請求による株式は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な課題のひとつと位置付け、将来の事業展開と企業価値向上を図りなが

ら、継続的な安定配当を基本方針とし、連結業績に応じた利益配分を実施してまいります。

 当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。

 当事業年度の配当につきましては、上記の基本方針に基づき１株当たり30円(うち中間配当12円)を実施しました。

内部留保資金につきましては、研究開発や設備投資等に充て、業績の向上に努めてまいります。

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成26年10月31日
取締役会決議

692 12

平成27年６月25日
定時株主総会決議

1,038 18
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 1,715 1,935 983 1,374 1,749

最低(円) 843 887 661 850 1,164
 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月 平成27年３月

最高(円) 1,604 1,335 1,318 1,270 1,355 1,458

最低(円) 1,256 1,211 1,175 1,164 1,197 1,310
 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性12名 女性―名 （役員のうち女性の比率―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表取締役社長 ― 片 岡 和 喜 昭和27年３月５日生

昭和51年４月 当社入社

(注)3 30

平成17年７月 技術部長

平成20年６月 取締役営業本部副本部長

平成23年６月 常務取締役経営戦略企画本部長

兼営業本部副本部長

平成25年６月 代表取締役専務営業本部長

平成27年６月 代表取締役社長(現任)

代表取締役常務 営業本部長 粉 川 和 勇 昭和32年１月２日生

昭和54年４月 当社入社

(注)3 22

平成20年７月 企画部長

平成21年６月 執行役員経営戦略企画本部長

平成23年６月 取締役玉川工場長

平成25年６月 常務取締役経営戦略企画本部長

平成27年６月 代表取締役常務営業本部長

(現任)

常務取締役
生産技術本部長

兼三重工場長
奥 井 威 夫 昭和25年４月19日生

昭和59年12月 当社入社

(注)3 31

平成13年７月 三重工場副工場長

平成18年７月 執行役員三重工場副工場長

平成20年６月 取締役三重工場長

平成25年６月 常務取締役生産技術本部長

兼三重工場長(現任)

取締役 海外事業部担当 藍     敏 雄 昭和28年３月４日生

平成６年９月 当社入社

(注)3 3

平成８年７月 当社退職

平成８年８月 台湾鑽石工業股份有限公司代表

取締役董事長(現任)

平成17年６月 取締役海外事業部担当(現任)

取締役 千葉鶴舞工場長 谷 口 和 昭 昭和25年４月23日生

昭和48年４月 当社入社

(注)3 11

平成17年７月 千葉鶴舞工場生産技術部長

平成20年７月 執行役員千葉鶴舞工場副工場長

平成23年６月 取締役千葉鶴舞工場副工場長

平成25年６月 取締役千葉鶴舞工場長(現任)

取締役 管理本部長 鈴 木     徹 昭和27年10月２日生

昭和53年４月 当社入社

(注)3 7
平成20年10月 総務部長

平成23年６月 執行役員管理本部副本部長

平成25年６月 取締役管理本部長(現任)

取締役 中国統括 萩 原 利 昌 昭和34年11月10日生

昭和57年４月 当社入社

(注)3 7

平成16年12月 名古屋支店副部長

平成21年６月 執行役員名古屋支店長

平成26年６月 取締役名古屋支店長

平成27年４月 上海旭匯金剛石工業有限公司代

表取締役董事長(現任)

平成27年４月 取締役中国統括(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役 ― 小 山     修 昭和23年８月８日生

平成17年４月 三井物産株式会社執行役員兼米国

三井物産株式会社副社長

(注)3 ―

平成21年４月 三井物産株式会社常務執行役員兼

株式会社三井物産戦略研究所代表

取締役社長兼所長

平成25年１月 学校法人啓明学園常務理事

(現任)

平成26年６月 当社取締役(現任)

取締役 ― 永 田 新 一 昭和23年１月31日生

平成10年７月 株式会社富士銀行(現 株式会社み

ずほ銀行)融資企画部参事役

(注)3 1

平成18年７月 ファインクレジット株式会社(現

ヤマトクレジットファイナンス株

式会社)常務執行役員

平成20年６月 当社監査役

平成27年６月 当社取締役(現任)

常勤監査役 ― 高 城 光 男 昭和27年10月17日生

昭和48年10月 当社入社

(注)4 4平成22年７月 情報システム部副部長

平成24年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 服 部 盛 敏 昭和23年３月９日生

平成10年５月 株式会社三菱銀行(現 株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)融資企画部長

(注)4 3

平成11年11月 東京三菱投信投資顧問株式会社

(現 三菱ＵＦＪ投信株式会社)常

務取締役

平成16年10月 同社専務取締役

平成20年６月 三菱ＵＦＪ住宅ローン保証株式会

社代表取締役社長

平成22年６月 当社監査役(現任)

監査役 ― 大 高 由 紀 夫 昭和30年10月23日生

平成16年５月 株式会社みずほコーポレート銀行

(現 株式会社みずほ銀行)バハ

レーン駐在員事務所所長

(注)5 ―

平成19年６月 同行 欧州プロダクツ営業部ドバ

イ出張所出張所長 バハレーン駐

在員事務所所長

平成22年10月 ゼブラ株式会社 理事アジア中近

東営業本部副本部長

平成27年６月 鬼怒川ゴム工業株式会社取締役

(現任)

平成27年６月 当社監査役(現任)

計 122
 

(注) １ 取締役小山修及び永田新一は、社外取締役であります。

２ 監査役服部盛敏及び大高由紀夫は、社外監査役であります。

３ 取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４ 監査役高城光男及び服部盛敏の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に

係る定時株主総会終結の時までであります。

５ 監査役大高由紀夫の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

６ 当社は、経営と業務執行の役割分担を明確にし、業務執行の適正化を図るため、執行役員制度を導入してお

ります。常務執行役員は２名で、大阪支店長 大河内孝夫、ヨーロッパ駐在員事務所長 滝口明、執行役員は

７名で、三重工場副工場長 井元修三、玉川工場長 阿部英夫、P.T.旭ダイヤモンドインダストリアルインド

ネシア取締役社長 原智彦、千葉鶴舞工場副工場長 望月政司、経営戦略企画本部長 松田順一、海外営業部

長 松川英樹、名古屋支店長 花木永典で構成されております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社は、企業価値の向上とコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題と位置づけ、すべてのステークホ

ルダーに信頼され、経営全般の的確な意思決定の迅速化、経営の透明性の確保、経営責任の明確化、経営監視機能

の強化、業務執行の効率性の強化に努める事が必要であると考えております。

①企業統治の体制

当社の企業統治体制は、以下の通りであります。

　

　

イ 取締役会及び役員会

当社の取締役会は、定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事

項の意思決定を行うとともに、業務執行の状況を監督しております。また、取締役会終了後には、社内取締役、

執行役員、国内子会社の取締役社長及び常勤監査役が出席する役員会を開催し、意思決定事項の周知徹底を図っ

ております。なお、平成27年６月に社外取締役２名が選任され、有価証券報告書提出日(平成27年６月26日)現在

において、取締役は９名(うち社外取締役２名)で構成されております。

ロ 監査役会

当社は監査役制度を採用しております。監査役は定例監査役会を開催するとともに、取締役会、役員会などに

出席し、取締役の意思決定や職務遂行の監査を行っております。有価証券報告書提出日(平成27年６月26日)現在

において、監査役は３名(うち社外監査役２名)で構成されております。

 また、監査役会のもとに、監査役室(兼任スタッフ４名)を設置し、適法性監査に留まらず、経営陣から独立し

た立場で内部統制の整備・運用状況、コーポレート・ガバナンスの状況、リスクマネジメントなどの監査役監査

の補佐を行える体制を整えております。
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ハ 執行役員制度

当社は執行役員制度を導入して、経営と業務執行の役割分担を明確にし、業務執行の適正化を図り、経営の迅

速化を進めております。有価証券報告書提出日(平成27年６月26日)現在において、執行役員は９名で構成されて

おります。

②当該企業統治の体制を採用する理由

当社は、上記のような体制を採用することで、取締役会における経営の意思決定機能及び業務執行を監督する

機能の充実化が図れるとともに、的確な経営判断が可能な体制が十分に確保されているものと考えております。

また、取締役の任期を１年とし、事業年度ごとの経営責任をより明確にするとともに、経営環境の変化に対応

できる経営体制を構築することができるようにしております。

③内部統制システムの整備の状況

当社は、平成27年５月13日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」の内容を一部改定

し、次の通りの内容としております。

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(１) 当社は、「経営理念」、「行動憲章」、「コンプライアンスの具体例」をまとめた「旭ダイヤ行動指針」

を制定し、取締役及び使用人に対して法令順守の周知徹底を図ります。

(２) 当社は、内部統制システム全体を統括し、代表取締役社長を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、

この下部組織に「情報開示委員会」「コンプライアンス委員会」「内部監査委員会」「個人情報保護委員

会」の４つの組織を設け、法令・定款に適合した体制の確保を図ります。

(３) 当社は、コンプライアンスに関する内部通報制度として、社内と社外の「ヘルプライン窓口」を整備し、

コンプライアンス体制を強化します。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(１) 取締役の職務執行に係る情報は、取締役会規則、稟議規程等に基づき、文書並びに電磁的に記録し、保存

期間を定め適切に保存します。

(２) 取締役及び監査役は、これらの記録を随時閲覧可能とします。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(１) 「コンプライアンス委員会」及び「内部監査委員会」は、リスク管理の状況を監査するとともに、「内部

統制員会」等にて、その内容を定期的に報告します。

(２) 「情報開示委員会」及び「個人情報保護委員会」は、情報漏えい等の事故防止に努めるほか、環境、品

質、安全、ブランド等のリスクについても、それぞれ所管する関係部署等がリスク管理を行います。

(３) 当社は、災害や事故等の不測の事態が発生した場合に、当社の事業を早期に再開・継続することを目的と

して、事業継続マネジメント(ＢＣＭ)を整備します。

(４) 当社は、重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項について、顧問弁護士に相談し、必要な検討

を行います。

４．当社の取締役の職務の遂行が効率的に行われることを確保するための体制

(１) 当社は、取締役会を定期的に開催し、業務執行に関する重要事項に係る意思決定を行うとともに、個々の

取締役の職務遂行の監督を行います。

(２) 当社は、取締役会終了後に執行役員及び国内子会社取締役社長を加えた役員会を開催し、意思決定の周知

徹底を図ります。

(３) 当社は、定期的に全社会議を開催して販売目標を立案し、それを基に生産会議を行い、目標達成のための

戦略を策定し、実現に向けた施策を決定します。

(４) 当社は、執行役員制度を導入し、経営と業務執行の役割分担を明確にし、業務執行の適正化を図り、経営

の迅速化を図ります。
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５．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、原則、各子会社においては、自主的に経営を行う事を基本方針としますが、「子会社管理規程」

に基づき、重要事項については、子会社の取締役及び監査役等から当社の所管部署を通じて、取締役会の承

認または稟議書による決裁を受けるか、もしくは事前報告を行う事を義務付けます。

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「子会社管理規程」に基づき、当社の取締役、執行役員または使用人を子会社の取締役または監

査役等に就任させ、子会社のリスク管理をサポートします。また、当社の内部監査委員会による子会社各社

の内部監査において、リスク管理の状況を監査します。

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の取締役または監査役等に就任した当社の取締役、執行役員または使用人は、子会社の効率的な業

務運営を図ります。

ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、「子会社管理規程」に基づき、当社の取締役、執行役員または使用人を子会社の取締役または監

査役等に就任させ、子会社の効率的な業務運営を図ります。

６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査役の職務補助のために、監査役会のもとに監査役室を設置し、監査役の職務を補助すべき使

用人を選任し、監査役及び監査役会の業務の支援を行います。

７．当社の監査役の職務を補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する

監査役の指示の実効性の確保に関する事項

(１) 監査役の職務を補助する使用人は、取締役の管轄外となり指示命令を受けないものとします。

(２) 当社の監査役は、当社の監査役の職務を補助する使用人に対する指示の実効性を確保するため、法令、規

則、定款等の定めに従い、当該使用人を指揮監督し、当該使用人は、監査役の指揮監督に服します。

８．当社及び子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制、報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

(１) 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社の監査役に対して、法定の事項に加え、全社的に影響を及ぼ

す重大事項、内部監査の実施状況、内部通報制度(ヘルプライン)の状況、その他監査役がその職務の遂行

上、報告を受ける必要があると判断した事項について、速やかに報告、情報提供を行うこととします。

(２) 当社は、上記(１)に従い、監査役への報告をした当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用

人に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止します。

９．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について

生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等については、当該監査役の職務の執行に必要でないと

認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務の支払を行います。

10．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、必要に応じ取締役会、役員会等重要な会議に出席し、取締役及び会計監査人と定期的に会合を

持ち、情報・意見交換を行うと共に、必要に応じて会計監査人に報告を求めることにより、実効的な監査体

制の構築を図ります。
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④リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制については、コンプライアンス委員会及び内部監査委員会は、「経営理念」、「行動憲

章」及び「コンプライアンスの具体例」をまとめた「旭ダイヤ行動指針」を活用して、リスク管理の状況を監査

するとともに、内部統制委員会等にて、その内容を定期的に報告しております。

 情報開示委員会や個人情報保護委員会は、情報漏えい等の事故防止に努め、環境、品質、安全、ブランド等の

リスクについても、それぞれ所管する関係部署等がリスク管理を行っております。

 災害や事故等の不測の事態が発生した場合に、当社の事業を早期に再開・継続することを目的として、事業継

続マネジメント(ＢＣＭ)を整備しています。

 さらに、重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項については、顧問弁護士に相談し、必要な検討を

行っております。

⑤内部監査及び監査役監査

イ 内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査は、内部監査委員会(兼任スタッフ15名)が、内部監査規程に従って、主に内部統制の評価と兼

ねて内部監査を行っております。また、監査役会においては、会計監査人及び内部監査委員会から、監査方針・

監査計画の説明や監査結果の報告を受けており、そのほか、問題点に関する意見交換や実地監査への立会い等を

通じて、相互の連携を高めております。

ロ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、大塚宏氏、猿渡良太郎氏及び厚海英俊氏の３名であり、あると

築地監査法人に所属しております。同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規

制実施に先立ち、自主的に業務執行社員の交代制度を導入しており、同監査法人において策定された交代計画に

基づいて、交代する予定となっております。

 なお、当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士４名であります。

ハ 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びに内部統制部門との関係

当社は、会計監査人として、あると築地監査法人と監査契約を締結し、会社法と金融商品取引法に基づく監査

を受けております。内部監査においては、内部監査委員会のスタッフ、監査役及び会計監査人が、相互連携した

監査活動を行っております。さらに、監査役と会計監査人は、定期的に監査方針、監査方法、監査結果等につい

て報告会を開催し、相互理解に努めております。

⑥社外取締役及び社外監査役

イ 社外取締役及び社外監査役の員数

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

ロ 社外取締役及び各社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社は、社外取締役として小山修氏及び永田新一氏、社外監査役として服部盛敏氏及び大高由紀夫氏の合計４

名を選任しております。

 社外取締役小山修氏は、長年にわたり三井物産株式会社の執行役員及び常務執行役員を務めておりました。

 社外取締役永田新一氏は、旧株式会社富士銀行(現株式会社みずほ銀行)の出身で、平成20年６月より当社の社

外監査役を務めておりました。なお、当社の株式を１千株保有しております。

 社外監査役である服部盛敏氏及び大高由紀夫氏の両名は、いずれも金融機関出身で、社外監査役服部盛敏氏は

退職後10年以上経過しており、社外監査役大高由紀夫氏も退職後４年以上経過しております。社外監査役服部盛

敏氏は当社の株式を３千株保有しております。

 いずれの社外取締役及び社外監査役においても、当該会社と当社の間に人的関係、資本的関係又は取引関係そ

の他の利害関係はありません。
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ハ 社外取締役及び社外監査役がコーポレート・ガバナンスにおいて果たす機能及び役割

社外取締役小山修氏は、豊富な海外経験や幅広い見識を有している事から、グローバル化を進める当社の経営

全般に適切な助言を頂くために選任しており、コーポレート・ガバナンスの強化に寄与するものと考えておりま

す。

 社外取締役永田新一氏は、業務運営の経験が豊富で、財務及び会計に関する相当程度の知見を有している事も

あり、経営の監視と透明性の強化に寄与するもの考えております。

 社外監査役の服部盛敏氏及び大高由紀夫氏は、いずれも財務及び会計に関する相当程度の知見を有している事

から、適切な経営監視をして頂くために選任しております。

ニ 社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針の内容等

小山修氏、永田新一氏、服部盛敏氏及び大高由紀夫氏については、東京証券取引所に対し、独立役員として届

け出ております。

 なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針はないもの

の、選任にあたっては、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

ホ 社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する当社の考え方

豊富な経験・専門知識に基づき、中立的かつ客観的な立場から、経営の監視と透明性を図って頂くとともに、

監査意見の提言を行って頂けるものと考えております。

ヘ 社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

社外取締役は、取締役会に付議される事項について十分な検討を行う事ができるよう事前に説明を受けてお

り、円滑に経営に対する監督を実行し、当社のコーポレート・ガバナンスの充実に十分な役割を果たせるような

体制をとっております。

社外監査役は、常勤監査役からの監査報告、内部監査委員会からの内部監査及び内部統制の整備・運用状況等

に関する報告などを定期的に受ける体制をとっております。

⑦役員報酬の内容

イ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
(百万円) 対象となる

役員の員数(人)
基本報酬

取締役(社外取締役役を除
く)

255 255 8

監査役(社外監査役を除く) 18 18 1

社外役員 14 14 3

合計 289 289 12
 

(注)１ 取締役に対する役員報酬には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

   ２ 取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第88回定時株主総会において年額450百万円以内(ただし、

使用人分給与は含まない。)と決議されております。

    ３ 監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第88回定時株主総会において年額45百万円以内と決議され

ております。

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

ニ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役及び監査役の基本報酬は、固定報酬と業績連動報酬により構成され、株主総会の決議により、取

締役及び監査役それぞれの報酬総額の最高限度額を決定しております。また、当社の定める一定の基準に従い、

各取締役の報酬等の額は取締役会により決定し、各監査役の報酬等の額は監査役会の協議により決定しておりま

す。
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⑧責任限定契約の内容の概要

当社と取締役(業務執行取締役等を除く)及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任は、同法第425条第１項に定

める最低責任限度額を限度としております。なお、損害賠償責任の限定が認められるのは、当該取締役(業務執行取

締役等を除く)及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

⑨取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。

⑩取締役の選任

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び、累積投票によらない旨を定款に定めております。

⑪自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することがで

きる旨を定款で定めております。

⑫中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって

毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

⑬株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。これは、株主

総会における定足数を緩和することにより、株主総会を円滑に運営することを目的とするものであります。
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⑭株式の保有状況

イ 純投資目的以外の目的の投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数 64銘柄

貸借対照表計上額 7,695百万円
 

ロ 純投資目的以外の目的の投資株式のうち上場株式で重要なものの銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

ユニオンツール株式会社 290,000 684 取引関係の維持・強化

オーエスジー株式会社 275,000 492 取引関係の維持・強化

アイダエンジニアリング株式会社 500,000 491 取引関係の維持・強化

旭硝子株式会社 680,700 407 取引関係の維持・強化

オリンパス株式会社 121,000 398 取引関係の維持・強化

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ

500,000 283 取引関係の維持・強化

株式会社東京精密 135,000 245 取引関係の維持・強化

第一カッター興業株式会社 150,000 211 取引関係の維持・強化

株式会社ワキタ 174,660 210 取引関係の維持・強化

日本特殊陶業株式会社 88,650 205 取引関係の維持・強化

本田技研工業株式会社 50,000 181 取引関係の維持・強化

天龍製鋸株式会社 73,000 178 取引関係の維持・強化

株式会社クボタ 128,425 175 取引関係の維持・強化

トヨタ自動車株式会社 28,300 164 取引関係の維持・強化

株式会社不二越 139,445 94 取引関係の維持・強化

三菱電機株式会社 80,247 93 取引関係の維持・強化

日野自動車株式会社 58,000 88 取引関係の維持・強化

東京製綱株式会社 500,000 80 取引関係の維持・強化

鉱研工業株式会社 143,700 71 取引関係の維持・強化

ダイジェット工業株式会社 461,470 69 取引関係の維持・強化

株式会社安永 140,000 65 取引関係の維持・強化

ミネベア株式会社 65,454 60 取引関係の維持・強化

日立金属株式会社 40,820 59 取引関係の維持・強化

株式会社岡本工作機械製作所 565,000 59 取引関係の維持・強化

三井住友トラスト・ホールディング
ス株式会社

118,000 54 取引関係の維持・強化

株式会社ユーシン 88,000 54 取引関係の維持・強化

京セラ株式会社 9,300 43 取引関係の維持・強化

株式会社日立製作所 48,743 37 取引関係の維持・強化

富士精工株式会社 109,000 27 取引関係の維持・強化

ミクロン精密株式会社 10,000 25 取引関係の維持・強化
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

ユニオンツール株式会社 290,000 994 取引関係の維持・強化

アイダエンジニアリング株式会社 500,000 690 取引関係の維持・強化

オーエスジー株式会社 275,000 643 取引関係の維持・強化

旭硝子株式会社 689,807 543 取引関係の維持・強化

オリンパス株式会社 121,000 540 取引関係の維持・強化

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ

500,000 371 取引関係の維持・強化

株式会社東京精密 135,000 371 取引関係の維持・強化

第一カッター興業株式会社 150,000 325 取引関係の維持・強化

日本特殊陶業株式会社 88,650 286 取引関係の維持・強化

株式会社クボタ 131,171 249 取引関係の維持・強化

トヨタ自動車株式会社 28,300 237 取引関係の維持・強化

株式会社ワキタ 174,660 204 取引関係の維持・強化

天龍製鋸株式会社 73,000 197 取引関係の維持・強化

本田技研工業株式会社 50,000 195 取引関係の維持・強化

鉱研工業株式会社 143,700 182 取引関係の維持・強化

ミネベア株式会社 66,142 125 取引関係の維持・強化

三菱電機株式会社 81,836 116 取引関係の維持・強化

ダイジェット工業株式会社 461,470 102 取引関係の維持・強化

日野自動車株式会社 58,000 99 取引関係の維持・強化

東京製綱株式会社 500,000 95 取引関係の維持・強化

株式会社不二越 144,337 94 取引関係の維持・強化

株式会社岡本工作機械製作所 565,000 88 取引関係の維持・強化

株式会社安永 140,000 86 取引関係の維持・強化

日立金属株式会社 40,820 75 取引関係の維持・強化

株式会社ユーシン 88,000 69 取引関係の維持・強化

株式会社ＳＵＭＣＯ 30,546 61 取引関係の維持・強化

京セラ株式会社 9,300 61 取引関係の維持・強化

三井住友トラスト・ホールディング
ス株式会社

118,000 58 取引関係の維持・強化

株式会社日立製作所 48,743 40 取引関係の維持・強化

ミクロン精密株式会社 10,000 40 取引関係の維持・強化
 

ハ 純投資目的の投資株式の上場・非上場区分による貸借対照表計上額及び受取配当額等

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 45 ― 45 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 45 ― 45 ―
 

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

旭ダイヤモンド工業株式会社(E01499)

有価証券報告書

38/96



第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。)

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)の財務諸表について、あると築地

監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加する等によって会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等に

ついて的確に対応することができる体制の整備に努めております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,407 12,697

  受取手形及び売掛金 12,329 13,241

  有価証券 175 189

  商品及び製品 2,259 2,405

  仕掛品 1,361 1,491

  原材料及び貯蔵品 2,723 2,652

  繰延税金資産 567 793

  その他 519 747

  貸倒引当金 △76 △596

  流動資産合計 34,268 33,622

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 19,283 20,217

    減価償却累計額 △10,455 △11,200

    建物及び構築物（純額） 8,827 9,017

   機械装置及び運搬具 ※2  28,471 ※2  31,733

    減価償却累計額 △21,740 △23,054

    機械装置及び運搬具（純額） 6,730 8,678

   土地 ※2,※3  5,059 ※2,※3  5,074

   建設仮勘定 406 708

   その他 5,135 6,188

    減価償却累計額 △3,926 △4,419

    その他（純額） 1,208 1,768

   有形固定資産合計 22,232 25,247

  無形固定資産 125 110

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  11,501 ※1  14,128

   長期貸付金 3 1

   繰延税金資産 709 589

   その他 837 1,323

   貸倒引当金 △22 △630

   投資その他の資産合計 13,029 15,412

  固定資産合計 35,388 40,771

 資産合計 69,656 74,394
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,156 1,939

  短期借入金 749 924

  未払法人税等 1,250 1,142

  賞与引当金 806 731

  事業構造改善引当金 ― 293

  その他 2,816 2,053

  流動負債合計 7,779 7,083

 固定負債   

  長期借入金 177 174

  退職給付に係る負債 5,663 7,604

  再評価に係る繰延税金負債 ※3  407 ※3  369

  資産除去債務 116 135

  その他 241 247

  固定負債合計 6,606 8,532

 負債合計 14,386 15,615

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,102 4,102

  資本剰余金 7,129 7,129

  利益剰余金 40,519 41,425

  自己株式 △6 △11

  株主資本合計 51,743 52,646

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,977 3,464

  土地再評価差額金 ※3  105 ※3  143

  為替換算調整勘定 222 1,296

  退職給付に係る調整累計額 11 △7

  その他の包括利益累計額合計 2,317 4,896

 少数株主持分 1,209 1,235

 純資産合計 55,270 58,778

負債純資産合計 69,656 74,394
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 41,053 45,550

売上原価 ※1,※3  28,006 ※1,※3  30,913

売上総利益 13,046 14,637

販売費及び一般管理費   

 販売費 5,256 6,562

 一般管理費 2,955 2,938

 販売費及び一般管理費合計 ※2,※3  8,211 ※2,※3  9,500

営業利益 4,835 5,136

営業外収益   

 受取利息 101 97

 受取配当金 84 109

 為替差益 221 350

 持分法による投資利益 520 183

 雑収入 86 178

 営業外収益合計 1,015 919

営業外費用   

 支払利息 13 15

 雑損失 12 49

 営業外費用合計 25 64

経常利益 5,824 5,991

特別利益   

 国庫補助金 11 ―

 受取和解金 ― 82

 特別利益合計 11 82

特別損失   

 固定資産圧縮損 ※4  11 ―

 投資有価証券評価損 ― 24

 助成金返還損 ― 82

 事業構造改善引当金繰入額 ― ※5  281

 特別損失合計 11 388

税金等調整前当期純利益 5,824 5,685

法人税、住民税及び事業税 2,016 2,024

法人税等調整額 △132 63

法人税等合計 1,883 2,087

少数株主損益調整前当期純利益 3,940 3,597

少数株主利益 239 12

当期純利益 3,701 3,584
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,940 3,597

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 645 1,486

 土地再評価差額金 ― 38

 為替換算調整勘定 949 731

 退職給付に係る調整額 ― △14

 持分法適用会社に対する持分相当額 1,045 431

 その他の包括利益合計 ※1  2,640 ※1  2,674

包括利益 6,581 6,271

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 6,174 6,189

 少数株主に係る包括利益 406 82
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,102 7,129 38,260 △2 49,489

会計方針の変更による

累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
4,102 7,129 38,260 △2 49,489

当期変動額      

剰余金の配当   △1,442  △1,442

当期純利益   3,701  3,701

自己株式の取得    △4 △4

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― 0 2,258 △4 2,254

当期末残高 4,102 7,129 40,519 △6 51,743
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,452 105 △1,725 ― △167 892 50,214

会計方針の変更による

累積的影響額
      ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,452 105 △1,725 ― △167 892 50,214

当期変動額        

剰余金の配当       △1,442

当期純利益       3,701

自己株式の取得       △4

自己株式の処分       0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
525 ― 1,948 11 2,485 316 2,801

当期変動額合計 525 ― 1,948 11 2,485 316 5,056

当期末残高 1,977 105 222 11 2,317 1,209 55,270
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,102 7,129 40,519 △6 51,743

会計方針の変更による

累積的影響額
  △1,293  △1,293

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
4,102 7,129 39,225 △6 50,450

当期変動額      

剰余金の配当   △1,384  △1,384

当期純利益   3,584  3,584

自己株式の取得    △4 △4

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― 0 2,200 △4 2,195

当期末残高 4,102 7,129 41,425 △11 52,646
 

 

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,977 105 222 11 2,317 1,209 55,270

会計方針の変更による

累積的影響額
      △1,293

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,977 105 222 11 2,317 1,209 53,977

当期変動額        

剰余金の配当       △1,384

当期純利益       3,584

自己株式の取得       △4

自己株式の処分       0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,486 38 1,073 △19 2,579 26 2,605

当期変動額合計 1,486 38 1,073 △19 2,579 26 4,800

当期末残高 3,464 143 1,296 △7 4,896 1,235 58,778
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 5,824 5,685

 減価償却費 2,960 3,465

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 1,124

 賞与引当金の増減額（△は減少） 75 △83

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 407 △120

 事業構造改善引当金の増減額（△は減少） ― 293

 受取利息及び受取配当金 △186 △206

 支払利息 13 15

 持分法による投資損益（△は益） △520 △183

 固定資産圧縮損 11 ―

 補助金収入 △11 ―

 有形固定資産除却損 25 31

 有形固定資産売却損益（△は益） △0 2

 投資有価証券評価損益（△は益） ― 24

 売上債権の増減額（△は増加） △492 △1,258

 たな卸資産の増減額（△は増加） △246 △23

 仕入債務の増減額（△は減少） 444 △361

 その他 △445 △164

 小計 7,824 8,239

 利息及び配当金の受取額 186 206

 利息の支払額 △13 △15

 補助金の受取額 11 ―

 法人税等の支払額 △1,611 △2,157

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,397 6,273

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,000 ―

 定期預金の払戻による収入 200 1,031

 有形固定資産の取得による支出 △2,638 △6,975

 有形固定資産の売却による収入 40 38

 投資有価証券の取得による支出 △21 △22

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※2  △377 ―

 その他 △34 80

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,831 △5,846
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △12 99

 長期借入れによる収入 148 70

 長期借入金の返済による支出 △39 △49

 自己株式の取得による支出 △4 △4

 自己株式の売却による収入 0 0

 配当金の支払額 △1,443 △1,388

 少数株主への配当金の支払額 △76 △81

 リース債務の返済による支出 △81 △87

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,508 △1,441

現金及び現金同等物に係る換算差額 345 348

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,403 △666

現金及び現金同等物の期首残高 12,119 13,523

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  13,523 ※1  12,857
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(イ)連結子会社

連結子会社の数

10社

連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４関係会社の状況」に記載しております。

 

２ 持分法の適用に関する事項

(イ)持分法を適用した関連会社数

1社

会社名

新韓ダイヤモンド工業株式会社

(ロ)上記の持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用してお

ります。

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社10社のうち、在外子会社８社の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４ 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

a 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

b その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。

商品及び製品     主に個別法

仕掛品           主に個別法

原材料及び貯蔵品 主に移動平均法

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法を採用しております。ただし、建物(附属設備を除く。)については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物     ５～50年

機械装置及び運搬具 ５～９年

②無形固定資産(リース資産を除く)

主として定額法を採用しております。
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③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

③事業構造改善引当金

連結子会社の再建計画に伴う損失に備えるため、当連結会計年度における見積額を計上しております。

(ニ)退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括して費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

(ホ)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含

めております。

(ヘ)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。

(ト)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した

年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が19億95百万円増加し、利益剰余金が12億93百万円減少

しております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

 なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額は22円57銭減少しております。１株当たり当期純利益金額に与える

影響は軽微であります。

 
(未適用の会計基準等)

企業結合に関する会計基準等

・「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)

・「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)

・「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成25年９月13日)

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日)

 

(1) 概要

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変

動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫

定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものであります。

 

(2) 適用予定日

平成28年３月期の期首より適用予定であります。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期

の期首以後実施される企業結合から適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による影響は、当連結財務諸表の作成時において未定であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当連結会計年度

(平成27年３月31日)

投資有価証券(株式) 4,012百万円 4,603百万円
 

 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳

国庫補助金により有形固定資産の取得原価から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当連結会計年度

(平成27年３月31日)

機械装置及び運搬具 63百万円 63百万円

土地 640 〃 640 〃

計 704 〃 704 〃
 

 

※３ 土地の再評価

当社は土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産税評価額

により算出

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当連結会計年度

(平成27年３月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額

△815百万円
 
 

△784百万円
 
 

 

 

 ４ 当社及び連結子会社３社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)

当連結会計年度

(平成27年３月31日)

当座貸越極度額の総額 8,222百万円 8,448百万円

借入実行残高 575 〃 831 〃

差引額 7,647 〃 7,616 〃
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(連結損益計算書関係)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

 40百万円 215百万円
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は次のとおりであります。

(1) 販売費

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

給料手当 2,224百万円 2,294百万円

賞与引当金繰入額 152 〃 144 〃

退職給付費用 249 〃 155 〃

貸倒引当金繰入額 △13 〃 1,078 〃
 

 

(2) 一般管理費

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

給料手当 924百万円 944百万円

賞与引当金繰入額 45 〃 45 〃

退職給付費用 85 〃 52 〃

研究開発費 440 〃 461 〃
 

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

 1,431百万円 1,609百万円
 

 

※４ 固定資産圧縮損は、独立型再生可能エネルギー発電システム等対策費補助金の交付により、機械装置及び運搬具

の取得価額を直接減額した金額であります。

 

※５ 事業構造改善引当金繰入額は、連結子会社である旭ダイヤモンドインダストリアルヨーロッパSASの再建計画に伴

う損失であり、その内訳は、早期退職に伴う割増退職金等であります。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)
 

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金    
当期発生額 981百万円  2,038百万円

組替調整額 ― 〃  ― 〃

税効果調整前 981 〃  2,038 〃

税効果額 △336 〃  △551 〃

その他有価証券評価差額金 645 〃  1,486 〃

土地再評価差額金    
税効果額 ― 〃  38 〃

為替換算調整勘定    
当期発生額 949 〃  731 〃

退職給付に係る調整額    
当期発生額 ― 〃  △15 〃

組替調整額 ― 〃  △9 〃

税効果調整前 ― 〃  △24 〃

税効果額 ― 〃  10 〃

退職給付に係る調整額 ― 〃  △14 〃

持分法適用会社に対する持分相当額    
当期発生額 1,045 〃  431 〃

その他の包括利益合計 2,640 〃  2,674 〃
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  
当連結会計年度期首

株式数(千株)
当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式      

普通株式  57,710 ― ― 57,710

合計  57,710 ― ― 57,710

自己株式      

普通株式 (注)１・２ 2 4 0 7

 合計  2 4 0 7
 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 865 15 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年11月１日
取締役会

普通株式 577 10 平成25年９月30日 平成25年12月３日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 692 利益剰余金 12 平成26年３月31日 平成26年６月27日
 

 

EDINET提出書類

旭ダイヤモンド工業株式会社(E01499)

有価証券報告書

54/96



 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

  
当連結会計年度期首

株式数(千株)
当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式      

普通株式  57,710 ― ― 57,710

合計  57,710 ― ― 57,710

自己株式      

普通株式 (注)１・２ 7 2 0 10

合計  7 2 0 10
 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 692 12 平成26年３月31日 平成26年６月27日

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 692 12 平成26年９月30日 平成26年12月１日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,038 利益剰余金 18 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

現金及び預金勘定 14,407百万円 12,697百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,060 〃 △29 〃

取得日から３か月以内に償還期限
の到来する短期投資(有価証券)

175 〃 189 〃

現金及び現金同等物 13,523 〃 12,857 〃
 

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

株式の取得により新たに株式会社是村及びその子会社である是村磨料(上海)有限公司を連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のための支出(純額)との関係は次のとおりでありま

す。

流動資産 960百万円

固定資産 225 〃

のれん 110 〃

流動負債 △449 〃

固定負債 △27 〃

新規連結子会社株式の取得価額 819 〃

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △441 〃

差引：新規連結子会社の取得のための支出 377 〃
 

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 
(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、車両(機械装置及び運搬具)及びＯＡ機器(工具、器具及び備品)であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

２ オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

１年内 77百万円 93百万円

１年超 101 〃 70 〃

合計 179 〃 164 〃
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金運用については、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。また、資

金調達については、設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに事業を

展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及

び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との関係を勘案して投資した株式であり、そのう

ち上場株式については市場価格の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部に

は、外貨建ての営業債務があり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残

高の範囲内にあります。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算

日後、最長で５年であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、各営業部門と経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。連結子会社についても、当社と同様の管理を行っております。

 満期保有目的の債券は、資金運用規程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは

僅少であります。

 当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額に

より表わされております。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金計画を作成・更新するなどの方法により、必要

な手元流動性を確保することで、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。((注２)を参照ください。)

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1)現金及び預金 14,407 14,407 ―

(2)受取手形及び売掛金 12,329 12,329 ―

(3)有価証券及び投資有価証券    

①満期保有目的の債券 1,700 1,688 △11

②その他有価証券 5,811 5,811 ―

資産計 34,248 34,236 △11

(1)支払手形及び買掛金 2,156 2,156 ―

(2)短期借入金 749 749 ―

(3)未払法人税等 1,250 1,250 ―

(4)長期借入金 177 172 △4

負債計 4,333 4,329 △4
 

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1)現金及び預金 12,697 12,697 ―

(2)受取手形及び売掛金 13,241 13,241 ―

(3)有価証券及び投資有価証券    

①満期保有目的の債券 1,700 1,690 △9

②その他有価証券 7,885 7,885 ―

資産計 35,524 35,515 △9

(1)支払手形及び買掛金 1,939 1,939 ―

(2)短期借入金 924 924 ―

(3)未払法人税等 1,142 1,142 ―

(4)長期借入金 174 173 △1

負債計 4,180 4,178 △1
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(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2)受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご

参照ください。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、並びに(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。
　
(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  (単位：百万円)

区分
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

非上場株式 4,165 4,732
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「資産(３)有価証券及び投資有価証券②その他有価証券」には含めておりません。
　
(注)３ 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 14,407 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,329 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券(社債) ― 1,500 200 ―

その他有価証券のうち満期が
あるもの(コマーシャル・ペー
パー)

175 ― ― ―

合計 26,912 1,500 200 ―
 

　
当連結会計年度(平成27年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 12,697 ― ― ―

受取手形及び売掛金 13,241 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券(社債) ― 1,500 200 ―

その他有価証券のうち満期が
あるもの(コマーシャル・ペー
パー)

189 ― ― ―

合計 26,127 1,500 200 ―
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(注)４ 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 699 ― ― ― ― ―

長期借入金 49 74 59 44 ― ―

リース債務 79 67 49 30 12 ―

合計 828 141 109 74 12 ―
 

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 849 ― ― ― ― ―

長期借入金 74 77 62 17 17 ―

リース債務 88 71 52 33 15 ―

合計 1,012 148 114 51 33 ―
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(有価証券関係)

１ 満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 200 201 1

③その他 ― ― ―

小計 200 201 1

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 1,500 1,486 △13

小計 1,500 1,486 △13

合計 1,700 1,688 △11
 

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 200 201 1

③その他 ― ― ―

小計 200 201 1

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 1,500 1,489 △10

小計 1,500 1,489 △10

合計 1,700 1,690 △9
 

 

２ その他有価証券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表

計上額が取得原価

を超えるもの

①株式 5,620 2,555 3,065

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 5,620 2,555 3,065

連結貸借対照表

計上額が取得原価

を超えないもの

①株式 15 18 △3

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 15 18 △3

合計 5,635 2,573 3,061
 

 

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額4,165百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難な有価証券であるため、また、コマーシャル・ペーパー(連結貸借対照表計上額175百万円)については、

預金と同様の性格を有することから、上表のその他有価証券には含めておりません。
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当連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表

計上額が取得原価

を超えるもの

①株式 7,688 2,590 5,097

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 7,688 2,590 5,097

連結貸借対照表

計上額が取得原価

を超えないもの

①株式 7 9 △1

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 7 9 △1

合計 7,696 2,599 5,096
 

 

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額4,732百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難な有価証券であるため、また、コマーシャル・ペーパー(連結貸借対照表計上額189百万円)については、

預金と同様の性格を有することから、上表のその他有価証券には含めておりません。

 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

４ 減損処理を行った有価証券

 その他有価証券の株式について、当連結会計年度においては24百万円の減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはす

べて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型制度として、確定給付企業年金制度、退職一時金制度を設けておりま

す。一部の国内連結子会社は、中小企業退職金共済制度を併用した退職一時金制度を設けており、退職給付に係る負

債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。また、一部の在外連結子会社は、確定給付型制度のほか、確定拠出型制度を設けております。

 なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算により退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。

 

２ 退職給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

退職給付債務の期首残高 11,447百万円 11,803百万円

会計方針の変更による累積的影響額 ― 〃 1,995 〃

会計方針の変更を反映した期首残高 11,447 〃 13,799 〃

勤務費用 537 〃 609 〃

利息費用 175 〃 101 〃

数理計算上の差異の発生額 54 〃 280 〃

退職給付の支払額 △646 〃 △650 〃

その他 234 〃 △20 〃

退職給付債務の期末残高 11,803 〃 14,118 〃
 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

年金資産の期首残高 5,894百万円 6,139百万円

期待運用収益 118 〃 122 〃

数理計算上の差異の発生額 67 〃 265 〃

事業主からの拠出額 337 〃 387 〃

退職給付の支払額 △384 〃 △333 〃

その他 107 〃 △54 〃

年金資産の期末残高 6,139 〃 6,525 〃
 

 

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 ―百万円 ―百万円

退職給付費用 ― 〃 22 〃

退職給付の支払額 ― 〃 △1 〃

制度への拠出額 ― 〃 △9 〃

退職給付に係る負債の期末残高 ― 〃 11 〃
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 11,803百万円 14,214百万円

年金資産 △6,139 〃 △6,610 〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,663 〃 7,604 〃

   

退職給付に係る負債 5,663 〃 7,604 〃

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,663 〃 7,604 〃
 

(注) 簡便法を適用した制度を含みます。

 

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

勤務費用 537百万円 595百万円

利息費用 175 〃 101 〃

期待運用収益 △118 〃 △121 〃

数理計算上の差異の費用処理額 413 〃 △9 〃

簡便法で計算した退職給付費用 ― 〃 22 〃

確定給付制度に係る退職給付費用 1,008 〃 587 〃
 

　

(6) 退職給付に係る調整額

   退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

数理計算上の差異 ―百万円 △24百万円
 

 

(7) 退職給付に係る調整累計額

   退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

未認識数理計算上の差異 9百万円 △15百万円
 

 

(8) 年金資産に関する事項

 ① 年金資産の主な内訳

   年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

債券 25.8％ 26.4％

株式 15.2〃 16.9〃

一般勘定 45.3〃 42.6〃

現金及び預金 1.9〃 2.0〃

その他 11.8〃 12.1〃

合計 100.0〃 100.0〃
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 ② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

   当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表しております。)

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

割引率 1.5％ 0.9％

長期期待運用収益率 2.0〃 2.0〃
 

 

3. 確定拠出制度

一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度31百万円、当連結会計年度34百万円でありま

す。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

賞与引当金 252百万円 227百万円

貸倒引当金 20 〃 292 〃

事業構造改善引当金 ― 〃 93 〃

退職給付に係る負債 1,845 〃 2,299 〃

たな卸資産評価損 105 〃 83 〃

たな卸資産の未実現利益 58 〃 70 〃

未払事業税損金不算入額 74 〃 88 〃

その他 181 〃 210 〃

繰延税金資産小計 2,538 〃 3,366 〃

評価性引当額 △49 〃 △185 〃

繰延税金資産合計 2,488 〃 3,180 〃

(繰延税金負債)   

特別償却準備金 △6 〃 △2 〃

在外子会社の留保利益 △129 〃 △152 〃

その他有価証券評価差額金 △1,068 〃 △1,620 〃

その他 △6 〃 △22 〃

繰延税金負債合計 △1,211 〃 △1,798 〃

繰延税金資産の純額 1,277 〃 1,382 〃
 

　

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金負債の内訳は次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

土地再評価に係る繰延税金資産 227百万円 205百万円

評価性引当額 △227 〃 △205 〃

繰延税金資産合計 ― 〃 ― 〃

(繰延税金負債)   

土地再評価に係る繰延税金負債 △407 〃 △369 〃

繰延税金負債合計 △407 〃 △369 〃

繰延税金負債の純額 △407 〃 △369 〃
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 37.5％ ―

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6〃 ―

持分法による投資利益 △3.4〃 ―

在外子会社との税率差額 △2.8〃 ―

試験研究費の税額控除 △1.7〃 ―

外国税額 1.4〃 ―

その他 0.7〃 ―

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.3〃 ―
 

　
(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を省略しております。
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３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律(平成27年法律第９号)」及び「地方税法等の一部を改正する法律(平成27年法律

第２号)」が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等

が行われることになりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は、従来の35.2%から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

32.7%に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.9%になります。

 この税率変更により、繰延税金資産の純額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は66百万円減少し、当連結会計年

度に計上された法人税等調整額は２億71百万円、その他有価証券評価差額金は１億66百万円、土地再評価差額金は38

百万円それぞれ増加しております。

 

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

事務所及び工場建物の一部についての不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を契約開始から４年～56年と見積り、割引率は0.97％～4.00％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

期首残高 113百万円 116百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― 〃 15 〃

時の経過による調整額 2 〃 2 〃

期末残高 116 〃 134 〃
 

 

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

開示すべき重要な取引はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

開示すべき重要な取引はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業は、ダイヤモンド工具の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本
アジア・オセアニア

欧州 その他 合計
台湾 中国 その他

19,131 5,579 3,363 7,540 3,581 1,856 41,053
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 台湾 その他 合計

18,323 2,341 1,568 22,232
 

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本
アジア・オセアニア

欧州 その他 合計
台湾 中国 その他

19,486 6,307 5,117 8,399 4,267 1,971 45,550
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 台湾 その他 合計

20,722 2,751 1,773 25,247
 

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１ 関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２ 重要な関連会社に関する注記

重要な関連会社の要約財務情報

 

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度において、重要な関連会社は新韓ダイヤモンド工業株式会社であり、その要約財務情報は以下

のとおりであります。

流動資産合計 10,768百万円

固定資産合計 9,510 〃 

  
流動負債合計 1,505 〃 

固定負債合計 4,636 〃 

  
純資産合計 14,137 〃 

  
売上高 17,843 〃 

税引前当期純利益金額 2,343 〃 

当期純利益金額 1,834 〃 
 

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 

項目
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 936円90銭 997円28銭

(算定上の基礎)   

純資産の部の合計額(百万円) 55,270 58,778

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

1,209 1,235

(うち少数株主持分(百万円)) (1,209) (1,235)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 54,061 57,543

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数(千株)
57,702 57,699

 

 

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益金額 64円14銭 62円13銭

(算定上の基礎)   

当期純利益(百万円) 3,701 3,584

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,701 3,584

普通株式の期中平均株式数(千株) 57,705 57,701
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 699 849 0.89 ―

１年以内に返済予定の長期
借入金

49 74 1.63 ―

１年以内に返済予定のリー
ス債務

79 88 ― ―

長期借入金(１年以内に返済
予定のものを除く。)

177 174 1.38 平成28年～平成31年

リース債務(１年以内に返済
予定のものを除く。)

160 172 ― 平成28年～平成32年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,166 1,360 ― ―
 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ご

との返済予定額は、以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 77 62 17 17

リース債務 71 52 33 15
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 10,630 22,307 33,950 45,550

税金等調整前四半期(当
期)純利益金額(百万円)

1,532 3,220 4,912 5,685

四半期(当期)純利益金
額(百万円)

1,002 2,173 3,423 3,584

１株当たり四半期(当
期)純利益金額(円)

17.38 37.67 59.33 62.13

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利
益金額(円)

17.38 20.29 21.66 2.80
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,280 7,305

  受取手形 2,026 2,485

  売掛金 ※1  7,708 ※1  8,646

  商品及び製品 1,160 1,368

  仕掛品 880 1,044

  原材料及び貯蔵品 2,089 1,876

  繰延税金資産 405 521

  未収入金 ※1  465 ※1  744

  その他 249 361

  貸倒引当金 △27 △519

  流動資産合計 24,239 23,836

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 6,822 7,043

   構築物 456 431

   機械及び装置 4,505 6,003

   車両運搬具 2 3

   工具、器具及び備品 479 898

   土地 ※3  4,340 ※3  4,340

   リース資産 205 164

   建設仮勘定 327 685

   有形固定資産合計 17,140 19,570

  無形固定資産   

   ソフトウエア 35 30

   その他 33 31

   無形固定資産合計 69 62

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,398 9,395

   関係会社株式 4,120 4,120

   長期貸付金 2 ※1  101

   繰延税金資産 656 569

   差入保証金 391 393

   その他 336 214

   貸倒引当金 △21 △19

   投資その他の資産合計 12,884 14,774

  固定資産合計 30,093 34,407

 資産合計 54,333 58,243
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1  1,593 ※1  1,491

  未払金 ※1  1,253 ※1  701

  未払費用 342 335

  未払法人税等 943 951

  預り金 127 144

  賞与引当金 597 575

  その他 73 68

  流動負債合計 4,931 4,268

 固定負債   

  退職給付引当金 4,704 6,614

  再評価に係る繰延税金負債 407 369

  資産除去債務 107 119

  その他 188 142

  固定負債合計 5,408 7,246

 負債合計 10,340 11,514

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,102 4,102

  資本剰余金   

   資本準備金 7,129 7,129

   その他資本剰余金 0 0

   資本剰余金合計 7,129 7,129

  利益剰余金   

   利益準備金 1,025 1,025

   その他利益剰余金   

    技術研究基金 350 350

    特別償却準備金 11 6

    別途積立金 25,000 25,000

    繰越利益剰余金 4,309 5,554

   利益剰余金合計 30,696 31,936

  自己株式 △6 △11

  株主資本合計 41,920 43,156

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,966 3,428

  土地再評価差額金 105 143

  評価・換算差額等合計 2,072 3,572

 純資産合計 43,992 46,728

負債純資産合計 54,333 58,243
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 ※1  33,000 ※1  36,764

売上原価 ※1  23,618 ※1  25,706

売上総利益 9,382 11,058

販売費及び一般管理費 ※1,※2  6,038 ※1,※2  6,644

営業利益 3,343 4,413

営業外収益   

 受取利息 ※1  5 ※1  3

 受取配当金 ※1  444 ※1  853

 為替差益 84 220

 有価証券利息 15 15

 雑収入 ※1  99 ※1  116

 営業外収益合計 648 1,211

営業外費用   

 雑損失 6 16

 営業外費用合計 6 16

経常利益 3,985 5,608

特別利益   

 受取和解金 ― 82

 特別利益合計 ― 82

特別損失   

 投資有価証券評価損 ― 24

 特別損失合計 ― 24

税引前当期純利益 3,985 5,666

法人税、住民税及び事業税 1,536 1,618

法人税等調整額 △116 131

法人税等合計 1,419 1,750

当期純利益 2,565 3,915
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費   6,654 36.1  7,738 37.7

Ⅱ 労務費 ※１  6,290 34.1  6,628 32.3

Ⅲ 経費 ※２  5,481 29.7  6,178 30.1

当期総製造費用   18,426 100.0  20,546 100.0

期首仕掛品たな卸高   783   880  

半製品仕入高   489   592  

合計   19,699   22,019  

期末仕掛品たな卸高   880   1,044  

当期製品製造原価 ※３  18,819   20,974  
 

 

※１　労務費の主な内訳は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

項目 金額(百万円) 金額(百万円)

給料手当  4,422  4,958

賞与引当金繰入額  402  392

退職給付費用  570  317

その他  895  960

計  6,290  6,628
 

 

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

項目 金額(百万円) 金額(百万円)

外注加工費  1,666  1,701

減価償却費  2,195  2,546

その他  1,619  1,930

計  5,481  6,178
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※３　当期製品製造原価と売上原価の調整表
 

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

項目 金額(百万円) 金額(百万円)

当期製品製造原価  18,819  20,974

期首製品たな卸高  1,034  936

期首商品たな卸高  166  224

当期製品仕入高  2,704  2,832

当期商品仕入高  2,210  2,342

他勘定受入高  45  22

合計  24,980  27,332

他勘定振替高  201  257

期末製品たな卸高  936  1,171

期末商品たな卸高  224  197

売上原価  23,618  25,706
 

 

(原価計算の方法)

 当社の原価計算は個別原価計算によっております。なお、期中においては、予定価格をもって製品の評価を計算

し、期末において原価差額の調整計算を行い実際原価に修正しております。

 

EDINET提出書類

旭ダイヤモンド工業株式会社(E01499)

有価証券報告書

78/96



③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 4,102 7,129 ― 7,129

会計方針の変更による

累積的影響額
    

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
4,102 7,129 ― 7,129

当期変動額     

特別償却準備金の取崩     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― 0 0

当期末残高 4,102 7,129 0 7,129
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計技術研究基金
特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,025 350 20 25,000 3,176 29,572

会計方針の変更による

累積的影響額
     ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,025 350 20 25,000 3,176 29,572

当期変動額       

特別償却準備金の取崩   △9  9 ―

剰余金の配当     △1,442 △1,442

当期純利益     2,565 2,565

自己株式の取得       

自己株式の処分       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 ― ― △9 ― 1,132 1,123

当期末残高 1,025 350 11 25,000 4,309 30,696
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株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2 40,801 1,332 105 1,437 42,239

会計方針の変更による

累積的影響額
     ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
△2 40,801 1,332 105 1,437 42,239

当期変動額       

特別償却準備金の取崩  ―    ―

剰余金の配当  △1,442    △1,442

当期純利益  2,565    2,565

自己株式の取得 △4 △4    △4

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  634 ― 634 634

当期変動額合計 △4 1,118 634 ― 634 1,753

当期末残高 △6 41,920 1,966 105 2,072 43,992
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 4,102 7,129 0 7,129

会計方針の変更による

累積的影響額
    

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
4,102 7,129 0 7,129

当期変動額     

特別償却準備金の取崩     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 ― ― 0 0

当期末残高 4,102 7,129 0 7,129
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計技術研究基金
特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 1,025 350 11 25,000 4,309 30,696

会計方針の変更による

累積的影響額
    △1,290 △1,290

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,025 350 11 25,000 3,018 29,405

当期変動額       

特別償却準備金の取崩   △5  5 ―

剰余金の配当     △1,384 △1,384

当期純利益     3,915 3,915

自己株式の取得       

自己株式の処分       

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 ― ― △5 ― 2,536 2,530

当期末残高 1,025 350 6 25,000 5,554 31,936
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株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算

差額等合計

当期首残高 △6 41,920 1,966 105 2,072 43,992

会計方針の変更による

累積的影響額
 △1,290    △1,290

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
△6 40,629 1,966 105 2,072 42,702

当期変動額       

特別償却準備金の取崩  ―    ―

剰余金の配当  △1,384    △1,384

当期純利益  3,915    3,915

自己株式の取得 △4 △4    △4

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  1,461 38 1,499 1,499

当期変動額合計 △4 2,526 1,461 38 1,499 4,026

当期末残高 △11 43,156 3,428 143 3,572 46,728
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

②子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

a 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

b 時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しております。

商品及び製品         個別法

仕掛品               個別法

原材料及び貯蔵品     移動平均法

 

３ 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、建物(附属設備を除く。)については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物       ５～50年

機械装置及び運搬具   ５～９年

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４ 引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生している額を計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、翌事業年度末に一括して費用処理しております。

 

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異

なっております。

②消費税等の会計処理について

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付

適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度

の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しておりま

す。

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が19億91百万円増加し、繰越利益剰余金が12億90百万円減少して

おります。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

 なお、当事業年度の１株当たり純資産額、並びに１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する金銭債権・金銭債務

区分掲記されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

短期金銭債権 1,522百万円 1,694百万円

長期金銭債権 ― 〃 100 〃

短期金銭債務 398 〃 400 〃
 

 

 ２ 保証債務

在外子会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

旭ダイヤモンドインダストリアル
ヨーロッパSAS

170百万円 182百万円
 

 

※３ 有形固定資産の圧縮記帳

工場誘致条例用地取得助成金の受入額を土地より控除しております。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 640百万円 640百万円
 

 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成26年３月31日)

当事業年度

(平成27年３月31日)

当座貸越極度額の総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 ― 〃 ― 〃

差引額 6,000 〃 6,000 〃
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(損益計算書関係)

※１ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 4,704百万円 5,614百万円

仕入高 3,651 〃 3,922 〃

販売費及び一般管理費 31 〃 52 〃

営業取引以外の取引高 418 〃 805 〃
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

給料手当 2,140百万円 2,186百万円

賞与引当金繰入額 195 〃 182 〃

退職給付費用 279 〃 159 〃

貸倒引当金繰入額 △11 〃 490 〃

減価償却費 101 〃 102 〃

 

販売費に属する費用の割合 65.0％ 68.3％

一般管理費に属する費用の割合 35.0〃 31.7〃
 

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額
  (単位：百万円)

区分
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

子会社株式 3,512 3,512

関連会社株式 607 607

計 4,120 4,120
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

賞与引当金 210百万円 188百万円

退職給付引当金 1,655 〃 2,114 〃

たな卸資産評価損 87 〃 59 〃

その他 217 〃 392 〃

繰延税金資産小計 2,171 〃 2,755 〃

評価性引当額 △49 〃 △52 〃

繰延税金資産合計 2,121 〃 2,702 〃

(繰延税金負債)   

特別償却準備金 △6 〃 △2 〃

その他有価証券評価差額金 △1,054 〃 △1,593 〃

その他 ― 〃 △14 〃

繰延税金負債合計 △1,060 〃 △1,611 〃

繰延税金資産の純額 1,061 〃 1,091 〃
 

 

上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金負債の内訳は次のと

おりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

(繰延税金資産)   

土地再評価に係る繰延税金資産 227百万円 205百万円

評価性引当額 △227 〃 △205 〃

繰延税金資産合計 ― 〃 ― 〃

(繰延税金負債)   

土地再評価に係る繰延税金負債 △407 〃 △369 〃

繰延税金負債合計 △407 〃 △369 〃

繰延税金負債の純額 △407 〃 △369 〃
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

法定実効税率 37.5％ ―

 (調整)   

 住民税均等割等 0.2〃 ―

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8〃 ―

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.6〃 ―

 実効税率変更による調整差額 0.7〃 ―

 試験研究費の税額控除 △2.4〃 ―

 外国税額 2.1〃 ―

 その他 0.3〃 ―

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.6〃 ―
 

　
(注) 当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。
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３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律(平成27年法律第９号)」及び「地方税法等の一部を改正する法律(平成27年法律

第２号)」が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行

われることになりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は、従来の35.2%から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.7%に、平成28

年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.9%になります。

 この税率変更により、繰延税金資産の純額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は60百万円減少し、当事業年度に

計上された法人税等調整額は２億63百万円、その他有価証券評価差額金は１億64百万円、土地再評価差額金は38百万

円それぞれ増加しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

有形固定資産       

建物 6,822 880 3 655 7,043 7,983

構築物 456 30 ― 55 431 1,023

機械及び装置 4,505 3,076 44 1,534 6,003 19,619

車両運搬具 2 2 0 1 3 14

工具、器具及び備品 479 817 2 396 898 3,173

土地 4,340 ― ― ― 4,340 ―

 (513)    (513)  

リース資産 205 32 1 72 164 205

建設仮勘定 327 1,287 929 ― 685 ―

有形固定資産計 17,140 6,127 981 2,715 19,570 32,018

無形固定資産       

ソフトウエア 35 6 0 11 30 ―

その他 33 ― ― 2 31 ―

無形固定資産計 69 6 0 13 62 ―
 

(注) １ 「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。

建物 三重工場 692百万円

機械及び装置 三重工場 475 〃

 千葉第二工場 2,097 〃

工具、器具及び備品 千葉第二工場 392 〃

建設仮勘定 玉川工場 712 〃
 

２ 「当期減少額」の主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 三重工場 677 〃
 

３ 土地の当期首残高及び当期末残高の( )内は内書きで、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)により行った事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 48 520 29 539

賞与引当金 597 575 597 575
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

 

    取扱場所 (特別口座)

 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

   株主名簿管理人 (特別口座)

 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

   取次所 ―

   買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他のやむを得ない事
由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して公告を行い
ます。
なお、当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。
http://www.asahidia.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし
 

(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡し請求をする権利以

外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びそ

の添付書類、確認書
 

事業年度

(第95期)  
自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日  
平成26年６月27日

関東財務局長に提出。

        

(2)

 

内部統制報告書

 
 

事業年度

(第95期)
 

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日
 

平成26年６月27日

関東財務局長に提出。

        

(3)

 

四半期報告書

及び確認書
 

第96期

第１四半期
 

自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日
 

平成26年８月８日

関東財務局長に提出。

        

 
  

第96期

第２四半期
 

自 平成26年７月１日

至 平成26年９月30日
 

平成26年11月12日

関東財務局長に提出。

        

 
  

第96期

第３四半期
 

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日
 

平成27年２月12日

関東財務局長に提出。

        
 

(4) 臨時報告書

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会
における議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書

 
平成26年６月30日

関東財務局長に提出。

        

 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の
異動)の規定に基づく臨時報告書  

平成27年３月13日

平成27年４月16日

関東財務局長に提出。
 

 

EDINET提出書類

旭ダイヤモンド工業株式会社(E01499)

有価証券報告書

92/96



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年６月23日

旭ダイヤモンド工業株式会社

取締役会 御中

あると築地監査法人      

      

 指定社員

 業務執行社員  
公認会計士

 
大   塚      宏 印

      
 指定社員

 業務執行社員  
公認会計士

 
猿   渡   良 太 郎 印

      
 指定社員

 業務執行社員  
公認会計士

 
厚   海   英   俊 印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる旭ダイヤモンド工業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭

ダイヤモンド工業株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、旭ダイヤモンド工業株式会社

の平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、旭ダイヤモンド工業株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管している。

２ ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成27年６月23日

旭ダイヤモンド工業株式会社

取締役会 御中

あると築地監査法人      
      
 指定社員

 業務執行社員  
公認会計士

 
大   塚      宏 印

      
 指定社員

 業務執行社員  
公認会計士

 
猿   渡   良 太 郎 印

      
 指定社員

 業務執行社員  
公認会計士

 
厚   海   英   俊 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる旭ダイヤモンド工業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第96期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、旭ダイ

ヤモンド工業株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管している。

２ ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていない。
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